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永田町界隈の今年の師走は、実にあわただしい。TPPが一段落したと思ったら、今度は社会保障・税一体改革の論議が始まり、並行して予算編成作業や年度税制改革の方も進展している。

すでに来年度の税制改革大綱は12月10日深夜に閣議決定され、自動車の車体課税問題が最終盤までもつれ、結果として自動車重量税のうち1,500億円分の減税と、予算面でのエコカー減税3,000億円が第４次補正予算で附けられることで決着を見た。確かに自動車関係の税は多段階にわたり、しかも国と地方で重複して課税されており、野党時代からその簡素化は必要だという認識を民主党は持っていたのだが、財源不足でその実現を遅らせようとした課税庁側と、要求する自動車業界や関連する労働組合側の強い要求に押されての政治決着となったものだ。

党税調が復活したことにより、自民党時代顔負けの「族議員」が民主党税調にも誕生しつつあるようだ。税の一番重要な「公平性」という視点があまりにも軽視され、税収が歳入に占める割合で50%を切るところまで低下している現実に、結果として目をふさぐ

姿には呆れ果ててしまう。何のための政権交代であったのか、もう一度原点に返って税制改正に臨んでほしいものだ。

■社会保障改革の姿が貧弱では

　先週16日には、消費税引き上げの前提となる社会保障改革に対する政府案について、民主党内の論議が進められ、ほぼその内容が固まってきた。

来年度は、医療保険と介護保険の改正の年にあたっており、その行方が注目されていたのだが、医療保険制度では受診時定額負担制度の導入により長期高額医療費の負担削減を目指していたのだが、受診時1回100円自己負担(低所得者には50円)が反対されたことにより、高額医療費の削減案も縮小され、70~74歳までの受診料の自己負担の20%への引き上げも反対され、結果として10%のままで、不足する2000億円強の財源は、当面は税により負担することになった。

介護保険では、高齢者のうち低所得者保険料の軽減強化に向けて、保険料の総報酬割の導入が決められているが、介護労働者の労働条件の向上にどう結びついていくのか、見えにくい。

年金などでも、デフレ下のマクロスライドや支給開始年齢の引き上げなど、相対的に社会保障の負担の増加には尻込み気味であり、他方で消費税の引き上げが社会保障強化と名うっているものの、所詮５%引上げのうちの1%しか機能強化には当てられず、その内実は乏しいという批判が強まっている。

■最低保障年金と最低所得保障とは違うのでは

　一番問題が残りそうなのが年金の改革案の中で、低年金者に対して所得保証をするという点であろう。

民主党の将来の最低保障年金額7万円に対して、現在国民年金の平均支給額5万4千円との差額分月額１万6千円(年額に換算して約20万円)を最低保証するというものだが、どういう根拠で支給をするというのだろうか。コツコツと低い所得から保険料を納めたり、時には減免申請によって納める努力をしてきたが、結果として5万4千円をかろうじてクリアーできた方たちから不満が出ないだろうか。

ましてや、２５年拠出から１０年拠出へと受給資格が低下するだけにモラルハザードが蔓延する恐れも大きい。保険料とリンクした最低保障年金と保険料とリンクしない税負担の最低所得補償は分けて考えるべきではなかろうか。

どうしても支給する必要があるときには、公平性という点から、例えば住宅が持てなかった方に対する住宅補助といった事実上の軽いミーンズテストを入れなければ到底納得してもらえない代物である。この点は、社会保障審議会でも異論が多く出てきており、十分に練り上げていかなければなるまい。社会保障・税一体改革の論議も、時間不足で不十分

な点が散見されるが、問題点はやはり改革していく必要があろう。

■民主党の完全一元化した年金改革案はフィージビリティに耐えられるのか

　年金といえば、さらに気になるのは、民主党がマニフェストで主張してきた完全一元化案(被用者年金の一元化ではないことに注意)である。

この完全一元化した年金改革法案を2013年度の通常国会までにとりまとめて提出することを強く打ち出している。

そのために、歳入庁も早期に実現するよう政府に要請し、政府側も嫌がる財務省を説き伏せて本格的な実現に向けて検討に着手することを確約させている。問題は、この民主党のマニフェスト案なるものが果たしてフィージビリティ(実現可能性)があるのかどうか、という点にある。本来、国民年金の未納対策として、だれでも最低保障年金月額７万円をもらえる案を提起し、全額税(もちろん消費税)でもってあて、ある年金支給額までは徐々に減額しながらも最低保障年金額が支給されるが、ある一定の金額以上の方には全く支給されなくなり、報酬比例部分(15%という一定の保険料率で所得に比例して納める)だけになるのだが、最低保障年金が低くなる年金額はどの程度の水準になるのか、また完全に最低保障年金が支給されなくなるのはどんな年金額なのか、一向に明らかにされないままなのだ。

■国民各界各層のしっかりとした年金に対する要望を踏まえるべきでは

　一度今年の５月ごろ、そのような試算が出された(後で回収されてしまった)のだが、４０年先でないと完全に実現されないことがわかって、「インパクトに欠ける」という声や、多くの中堅所得層に最低保障年金を当てようとすると必要な消費税額が増大し、逆にあまりに低い層だけにしか最低保障年金が当たらないと、中堅サラリーマン層からの不満は必至となる中でひっこめられた経過がある。

ましてや、自営業者や農民の方たちは、保険料が定額(今は月額約１万５千円強)から所得比例15%で拠出するわけで、しかも保険料には雇用主負担がないだけにサラリーマンの２倍収める必要が出てくる。自営業や農民の方たちは、サラリーマンと違って自分たちの退職年齢を選べるわけで、年金に対する必要度も異なっている。

それだけに、この方たちがこのような一元化に賛成するのかどうか、確かめてみる必要があろう。

逆に、サラリーマン層からすれば、自営業や農民に対して所得捕捉の面でクロヨンとかトーゴーサンピンといわれるような不信感を持っているだけに、低額年金所得者で最低保障年金を受けるのが圧倒的にこのような自営業や農民ばかりになれば、年金制度自体に対する信頼がなくなる危険性すら孕んでいるのだ。

もう一度、民主党の年金改革案については、しっかりとしたフィージビリティを検証することを求めたい。そのうえで、多くの国民に納得されるようなものであることをしっかりと確認して、法案化していくべきであろう。
